
福島県立医科大学・医学部・講師

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２１６０１

若手研究(B)

2017～2016

原子力災害の避難区域における自殺死亡率の動向と対策への考察

Suicide rates in evacuation areas after the Fukushima Daiichi nuclear disaster: 
An observation for transition of suicide rate and discussion with measurements 
for suicide

５０５８９９１８研究者番号：

大類　真嗣（Orui, Masatsugu）

研究期間：

１６Ｋ１９２５４

平成 年 月 日現在３０   ５ ２４

円     1,100,000

研究成果の概要（和文）：原発事故の影響により避難区域の自殺死亡率に変動が生じていることが想定される
が、検討はまだ十分ではない。今回、同地域内の自殺対策に資するため、自殺率の推移を検討した。2015年時点
で避難区域に指定されている市町村の自殺率を、2009年3月から2015年12月までの期間で検討を行った。その結
果、男性は、事故直後に上昇した後、約4年間全国水準を下回る状況であったが、その後上昇に転じた。女性
は、事故直後の上昇は認めず、およそ2年間は全国と同水準であったが、その後上昇した。ただし、男女とも震
災後4年経過した直近の期間で上昇傾向にあることから、今後、避難者への継続的な支援が求められることが示
唆された。

研究成果の概要（英文）：Associations between nuclear disasters and suicide have been examined to a 
limited extent. The aim is to clarify suicide rates in evacuation areas after the nuclear disaster 
in Fukushima. This descriptive study used monthly data from vital statistics between March 2009 and 
December 2015. Suicide rates in the evacuation areas were compared with the national average. Male 
suicide rates in evacuation areas increased significantly immediately after the disaster, and then 
began to increase again after 4-year in post-disaster. Female rates declined slightly during the 
first year and then increased significantly over the subsequent 3-year. Suicide rate in both gender 
exceeded the rates in non-evacuation areas at 4.5 years post-disaster, and showed an increasing 
trend thereafter. Our findings suggest the need to keep in mind that, when providing post-disaster 
mental health services, suicide rates can eventually increase even if they initially decrease.

研究分野：精神保健
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１．研究開始当初の背景 
大規模災害後には, 被災地の住民の精神的
な不調を来すとされており、その結果被災地
内での自殺死亡率の上昇が懸念される。2011
年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、
地震や津波による被害のみならず、福島第一
原子力発電所事故による原子力災害も加わ
り、地域住民のメンタルヘルスに多大な影響
を来していることが想定さる。現時点では東
日本大震災前後の被災地域内の自殺の状況
に変化が生じている研究も数報報告されて
いる 1)が、原子力災害の被害を受けた地域に
限定した自殺死亡率の動向については、まだ
明らかにされていない。さらに、避難指示が
解除、または解除が予定されている市町村が
ある一方、全域が避難区域に指定され、依然、
解除の見通しがつかない町村も存在する。こ
のような状況が被災者のメンタルヘルスの
相違に影響を与え、結果的に自殺死亡率に違
いが生じることが示唆される。 

 
２．研究の目的 
本研究において、福島第一原子力発電所事
故後の原子力災害における避難区域の自殺
死亡率の動向を明らかにする。また、得られ
た結果を災害後の避難者への支援活動、さら
には避難者を含めた地域住民全体のメンタ
ルヘルス対策、自殺対策をより効果的で根拠
に基づいた対策とするための実務的な基礎
資料とする。 

 
３．研究の方法 
対象地域は、福島第一原子力発電所事故の
避難区域である田村市、南相馬市、川俣町、
広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、
双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村（全域ある
いは一部が避難区域に指定）を対象とし、全
国値を対照とした。 
自殺死亡数は統計法第 33 条第２号に基づ
き、厚生労働省へ人口動態調査票情報の利用
申出を行い、2009年 3月から 2015年 12月
までの福島県内の市町村別・月別・性別・年
齢別の自殺数の情報の提供を受けた。人口は
住民基本台帳人口を用い、自殺死亡率を避難
区域内外・性別で算出し、指数平滑化による
時系列データ分析を行い、その動向を検討し
た。併せて、2009年 3月から 2015年 12月
までの 81 か月間を 12 か月ごと（2014 年 3
月から 2015年 12月の期間のみ 9か月）に区
切り、全国値の自殺死亡率との差を、Poisson
分布を仮定した検定を用い検討した。 
また、併せて年齢階級別として 29歳以下、

30-49歳、50-69歳および 70歳以上に分けて
年齢階級別の分析を行った。 
最後に、2015 年時点で全域が避難区域に
指定された町村（全域避難：楢葉町、富岡町、
大熊町、浪江町、葛尾村、飯舘村）と避難指
示解除あるいは避難指示が一部地域で継続
する市町村（解除/一部避難：田村市、南相馬
市、川俣町、広野町、川内村）に分けて自殺

死亡率を算出し、その動向の違いを検討した。 
 
４．研究成果 
１）時系列データ分析による自殺死亡率の動向 
月別の時系列データ分析では、避難区域の
男性は、事故直後に上昇した後、約 4年間全
国水準を下回る状況であったが、その後上昇
に転じた。女性は、事故直後の上昇は認めず、
およそ 2年間は全国と同水準であったが、そ
の後上昇した（図 1）。 
 
図 1. 原子力発電所事故の自殺率の推移（時
系列分析） 

 
２）12 か月の期間ごとの自殺死亡率の推移 
 避難区域の男性の自殺死亡率は事故後の
2011年 3月-2012年 2月の期間に大きく上昇
し、全国と比較して有意に高い状況であった
（Poisson 分布を仮定した検定 p<0.05）。
2012年 3月-2013年 2月は全国水準を大きく
下回る状況であったが、次の 2014 年 3 月
-2015年 2月までの期間まで徐々に上昇し、
2015年 3月-2015年 12月の期間では再び全
国水準を大きく上回り、有意に高い水準とな
った（p<0.01）。一方女性は、2012年3月-2014
年 2月の期間までは全国と比較しても有意な
差はなかったが、2013年 3月-2014年 2月の
期間に全国水準よりも大きく上昇し
（p<0.01）以後も高い水準にある（図 2）。 
 
図 2. 原子力発電所事故の自殺率の推移（全
国水準と比較） 

 
３）年齢階級別の検討 
避難区域内の男性の 30-49歳、50-69 歳が
事故後に低下した一方、29歳以下及び 70歳



以上では上昇した。女性は事故後 3 年で 29
歳以下及び 70歳以上で上昇した（表１）。 

 
表１. 年齢階級別自殺死亡率の推移 

 
４）避難区域（全域避難/解除・一部避難）の自
殺死亡率の推移 
避難指示が解除された市町村がある一方、
全域が避難区域に指定され、依然、解除の見
通しがつかない町村もある。このような状況
が被災者のメンタルヘルスに相違が生じ、結
果的に自殺死亡率が異なることが示唆され
ることから、避難区域のうち全域避難と解
除・一部避難に分けて検討を行った。 
その結果、全域避難の男性で、事故以降継
続的に低下していたが、2015年 3-12月の期
間でわずかながら上昇に転じた。解除/一部避
難では 2012年 2月以降、一貫して上昇傾向
にあった。女性は全域避難、解除/一部避難と
もに 2013年 3月-2014年 2月の期間に全国
水準を上回り、以後も高い状況であった。 
 
図 3. 原子力発電所事故の避難区域（全域避
難, 解除/一部避難）の自殺率の推移 

 
５）まとめ 
人口動態調査の死亡数は、避難場所が事故
前の市町村とは異なる場合でも住民票を異
動しなければ元の居住地の市町村で計上さ
れる。また事故後の異動は 1割程度であった
点でも、避難区域内の自殺死亡率をある程度
把握することが可能であることから、避難区

域内全体の自殺死亡率の動向を、避難先の場
所を問わず把握できたことが利点である。 
今回の調査期間では、避難区域内の男性の
自殺死亡率の上昇は事故直後に認めたもの
の一時的であり、事故後 2年程度は低い状況
が継続した。しかし、それ以降は徐々に上昇
している状況からも、自殺死亡率が事故後し
ばらくの時間が経過してから上昇すること
を確認した。これは女性でも同様な結果であ
った。 
また、年齢階級別では男性の 30-49 歳、

50-69 歳の年代で事故後大きく自殺死亡率が
低下した。これは、働き盛り世代の自殺死亡
率は経済的要因との関連がある 2)ことが報告
されており、実際、避難区域の多くを占める
相双地域（相馬市、南相馬市、双葉郡）の有
効求人倍率が急増（2012 年 5 月 0.91, 同年
12 月 2.42）し、以後も高い水準で推移して
いることも影響して、今回の結果になったこ
とが示唆された。一方、70歳以上の高齢者や
29 歳以下の若年者は将来への絶望感と自殺
との関連が示唆 3,4)されており、そのことが今
回の結果で、事故後自殺死亡率が上昇した要
因の一つになったことが考えられた。 
自殺死亡率は全国的には減少傾向にある
一方で、男女とも避難区域の自殺死亡率は直
近の期間で上昇傾向にあり、特に男性では解
除/一部避難の自殺率の上昇が顕著であった。
全域避難の被災者の方がメンタルヘルスの
悪化を来たしやすく、自殺死亡率が上昇する
と想定したが、反対の結果であった。しかし
避難指示解除はいずれ発せられると考えら
れ、それを機に全域避難の自殺死亡率が解除
/一部避難の水準まで上昇することも想定さ
れる。今後、避難区域内の避難者はもちろん
のこと避難指示解除後の住民への継続的な
支援がこれまで以上に求められる。 
このような状況から、今後の避難区域内で
の対策としては、ポピュレーションアプロー
チとしてはゲートキーパー養成講座を行い
つつ、住民に広く自殺やこころの健康につい
て理解を深めてもらい、またメンタル不調な
ど気になる住民がいれば声をかける取り組
みが必要と考え、避難区域内の市町村を対象
に養成講座を行った経緯がある。また、ハイ
リスクアプローチとして、健診時の睡眠状況
や精神状態、希死念慮も含めたメンタルヘル
スに関するスクリーニングを行い、後日訪問
しアセスメントを行う対策も取った。 
今回得られた結果から、避難指示が解除さ
れた方が、自殺のリスクがより高まる傾向に
あることを認識した。2017 年 3 月末までに
はさらに避難指示が解除される町村が増え
ることから、より一層自殺対策の遂行が求め
られる。 
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